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平成 28 年 6 月 24 日 

各 位 

会 社 名        キヤノンマーケティングジャパン株式会社 

代表者名                      代表取締役社長 坂田 正弘

（コード：8060、東証第一部） 

問合せ先          取締役常務執行役員総合企画本部長 

コミュニケーション本部担当 

松阪 喜幸 

（TEL．03-6719-9095） 

 

 

会社分割（簡易吸収分割）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 28 年 8 月 1 日をもって、キヤノン IT ソリューションズ株式会社（以下、「キヤノン ITS」と

いいます。）の文教事業部に属する事業及びキヤノンシステムアンドサポート株式会社（以下「キヤノン S&S」

といいます。）の文教営業部に属する事業をそれぞれ会社分割により承継すること（以下、「本会社分割」とい

います。）を決定しましたので、お知らせいたします。 

なお、本会社分割は、完全子会社の事業部門を承継する簡易吸収分割であるため、開示事項・内容を一部省

略しています。 

 

 

１．会社分割の目的  

当社グループの2020年までの5か年計画である長期経営構想フェーズⅢでは、業種別営業体制の強化

と顧客起点の新しい体制への移行を標榜しています。その対象市場の一つとしている文教市場は、行政

の方針と同期してIT化が急ピッチで進められており、今後投資が活発化し、市場の伸びも他の業界と比

べても高い水準で進むことが予測されています。 

そうしたなかで、現在、当社グループの文教市場向けビジネスは、当社、キヤノン ITS 及びキヤノン

S&S が個々に展開しております。今後の拡大する文教市場の機会をしっかりと捉えて、事業拡大につなげ

ていくためには、営業組織の集約化とグループ一体となった当該市場向けの戦略を展開することが求め

られています。 

本会社分割は、当社グループの文教市場向け直販営業体制の再編を図ることにより、以下を実現する

ことを目的とします。 

① キヤノン ITS がこれまで培ったソリューション提供力に加え、キヤノン S&S が持つ営業力と多

くの顧客との深い関係を活かし、文教市場全体の事業戦略を一元化する。 

② 文教市場におけるキヤノンのプレゼンスを確立する。 

  



 

2 
 

２．会社分割の要旨 

（１）会社分割の日程 

吸 収 分 割 契 約 承 認 取 締 役 会 決 議 日 平成 28 年 6 月 24 日 

吸 収 分 割 契 約 締 結 日 平成 28 年 6 月 24 日 

吸 収 分 割 効 力 発 生 日 （ 予 定 ） 平成 28 年 8 月 1 日 

（注）本会社分割は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に規定する簡易吸収分割であり、またキヤノ

ン ITS 及びキヤノン S&S においては、会社法第 784 条第 1 項に規定する略式吸収分割であるため、そ

れぞれ株主総会の承認を得ることなく行います。 

 

（２）会社分割の方式 

キヤノン ITS 及びキヤノンS&S を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割です。 

 

（３）会社分割に係る割当ての内容 

   吸収分割会社であるキヤノン ITS 及びキヤノン S&S は、当社の完全子会社であるため、対価の交付は

いたしません。 

 

（４）会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 

（５）会社分割により増減する資本金 

   本会社分割による資本金の増減はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

   効力発生日におけるキヤノン ITS の文教事業部に属する事業及びキヤノン S&S の文教営業部に属する

事業に関する資産、負債、及びこれらに付随する権利義務のうち、それぞれの吸収分割契約において定

めるものを承継します。なお、キヤノン ITS 及びキヤノン S&S は、当社が承継する債務を併存的に引き

受けます。 

 

（７）債務履行の見込み 

   本会社分割において、当社が負担する債務については、履行の見込みに問題ないものと判断しています。 

 

３．会社分割の当事会社の概要 

 【吸収分割承継会社】 

（1） 名 称 キヤノンマーケティングジャパン株式会社 

（2） 所 在 地 東京都港区港南二丁目 16 番 6 号 

（3） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 坂田 正弘 

（4） 事 業 内 容
キヤノン製品ならびに関連ソリューションの国内マー

ケティング 

（5） 資 本 金 73,303 百万円 

（6） 設 立 年 月 日 昭和 43 年 2 月 1 日 

（7） 発 行 済 株 式 数 151,079,972 株 

（8） 決 算 期 12 月 31 日 

（9） 
大 株 主 及 び 持 株 比 率

(平成 27 年 12 月 31 日現在) 

キヤノン株式会社 50.11% 

キヤノンマーケティングジャパングループ社員持株会

4.03% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口） 1.24% 
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（10） 直前事業年度の財務状態及び経営成績（平成 27 年 12 月期） 

  キヤノンマーケティングジャパン株式会社（連結）

 純 資 産 277,438 百万円

 総 資 産 486,502 百万円

 1 株 当 た り 純 資 産 2,136.22 円

 売 上 高 646,002 百万円

 営 業 利 益 26,647 百万円

 経 常 利 益 28,040 百万円

 当 期 純 利 益 15,670 百万円

 1 株 当 た り 当 期 純 利 益 120.84 円

 

【吸収分割会社】 

（1） 名 称 
キヤノン IT ソリューションズ 

株式会社 

キヤノンシステムアンドサポート

株式会社 

（2） 所 在 地 
東京都品川区東品川二丁目 4 番

11 号 

東京都品川区東品川二丁目 2 番 4

号 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 神森 晶久 代表取締役社長 久保 邦彦 

（4） 事 業 内 容 

SI およびコンサルティング、IT

サービス、各種ソフトウエアの開

発・販売 

ビジネス機器等の販売・保守サー

ビス、各種ソリューションの提供 

（5） 資 本 金 3,617 百万円 4,561 百万円 

（6） 設 立 年 月 日 昭和 57 年 7 月 1 日 昭和 55 年 5 月 1 日 

（7） 発 行 済 株 式 数 1,293,804 株 32,368,991 株 

（8） 決 算 期 12 月 31 日 12 月 31 日 

（9） 大株主及び持株比率 
キヤノンマーケティングジャパン

株式会社 100% 

キヤノンマーケティングジャパン

株式会社 100% 

（10） 直前事業年度の財務状態及び経営成績（平成 27 年 12 月期） 

 
 

キヤノン IT ソリューションズ 

株式会社（単体） 

キヤノンシステムアンドサポート

株式会社（単体） 

 純 資 産 31,133 百万円 20,320 百万円

 総 資 産 48,600 百万円 47,595 百万円

 1 株当たり純資産 24,063.31 円 627.76 円

 売 上 高 74,327 百万円 112,206 百万円

 営 業 利 益 3,137 百万円 3,234 百万円

 経 常 利 益 3,352 百万円 3,570 百万円

 当 期 純 利 益 1,886 百万円 1,883 百万円

 1 株 当 た り 当 期 

純 利 益 
1,458.33 円 58.18 円
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４．承継する事業部門の概要 

（１）承継する部門の事業内容 

【キヤノン ITS】 

文教事業部に属する事業 

【キヤノン S&S】 

文教営業部に属する事業 

 

（２）承継する部門の経営成績（平成 27 年 12 月期） 

【キヤノン ITS】 

売上高：4,126 百万円 

【キヤノン S&S】 

売上高：1,679 百万円 

 

（３）承継する資産、負債の項目及び帳簿価格 

【キヤノン ITS から承継する承継資産の額】 

 ・固定資産：1 百万円 

 ・売掛金：59 百万円 

【キヤノン S&S から承継する承継資産の額】 

・固定資産：1 百万円 

（注）上記の金額は、それぞれ平成 27 年 12 月 31 日現在のキヤノン ITS 及びキヤノン S&S の金額を

もとに算定したものであり、効力発生日において変動する可能性があります。 

 

５．会社分割後の状況 

本会社分割による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期についての

変更はありません。 

 

６．今後の見通し 

本会社分割による当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 

 


